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働き方改革関連法

 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律

– ⾧時間労働の是正と多様で柔軟な働き方の実現

• 時間外労働の上限規制の導入

• ⾧時間労働抑制策・年次有給休暇取得の一部義務化

• フレックスタイム制の見直し

• 企画型裁量労働制の対象業務の追加

• 高度プロフェッショナル制度の創設

• 勤務間インターバル制度の普及促進

• 産業医・産業保健機能の強化



労働基準法（36協定）と法改正
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社労士ブログより一部改変



時間外労働の上限規制

1. 36協定（労使間協定）における時間外労働の上限が、原則として

月45時間かつ年360時間に法定化された。

2. 特別条項がある場合においても、時間外労働時間の限度を

年720時間（月当たり60時間）に設定された。

3. かつ、年720時間以内において一時的に事務量が増加する場合でも、

次の上限が設定された。

 休日労働を含み、2～6ヶ月平均で80時間以内

 休日労働を含み、単月で100時間未満

 原則である月45時間の時間外労働を上回る回数は年6回まで

※ 違反企業や労務担当者には6ヶ月以下の懲役または30万円以下の罰金が科せられる。



救急医の勤務実態

【目的】

第一線で働いている救急医の労働時間に関する勤務実態についての基礎的調査を行う

こと。

【対象と方法】

大学病院4施設、一般病院2施設で勤務する計33名

救急専門医プログラムに参加している専攻医（A群）16名

（男/女:14/2、大学病院10名、一般病院6名）

救急医学会の指導医を目指すクラスの救急医（B群）17名

（男/女:13/4、大学病院12名、一般病院5名）

臨床研修医向けの超過勤務管理アプリケーションで労働時間を記録（平成30年6月）

院内労働時間: 診療、会議、教育、研究、待機

院外労働時間: 外勤、公務活動、教育研究



各々の労働時間の定義



救急医の勤務実態

総労働時間: 333.1 時間/月（院内 277.5 時間/月、院外 55.6 時間/月）

A群 353.1 時間/月 男性 335.7 時間/月

B群 314.3 時間/月 女性 321.4 時間/月
(p = 0.235) (p = 0.641)

研究時間: A群 5.8 時間/月

B群 12.1 時間/月

待機時間: A群 14.2 時間/月

B群 3.3 時間/月

(p = 0.085) (p = 0.881)

院外労働時間: 大学病院 69.2 時間/月

一般病院 28.5 時間/月
(p = 0.001)

診療時間: ER型診療＋シフト制 192.3 時間/月

完結型診療 328.9 時間/月
(p < 0.001)



日本医師会の提言

 「医師の生活と健康を守る」、「地域医療を守る」の2つの目標の両立

 各医療機関に対して

 労働時間の把握

 産業保健活動の推進

 衛生委員会など既存組織の業務見直し

 女性医師の離職防止

 タスクシフト

 各地域に対しては

 休日の外来機能の見直し

 地域住民への啓発

自己研鑽の時間の取り扱い

「日本医師会 医師の働き方検討委員会答申」より



自己研鑽のあり方

 細かすぎる労働時間管理による自己研鑽の阻害が危惧される。

 在院時間を管理者と医師本人が管理する仕組みが必要である。

 研鑽を妨げず、健康にも配慮した制度が期待される。

カルテ・診断書作成

委員会・会議

カンファレンス

研修医教育

地域連携業務

等

自主的勉強会

学会参加(発表無) 

等

明らかな労働 純粋な自己研鑽

グレーゾーン

「日本医師会 医師の働き方改革に関する意見書」より



中間報告骨子

1. 救急医個人と施設管理者は労務管理義務を負う。

a. 救急医一人一人は、自らの日常の労働時間管理を実施し、自己フィード

バックを行う。

b. 病院⾧および救急科施設管理者は、救急医に対する産業保健業務を実施

する。

日本救急医学会としての働き方改革への対策

2. 救急医学会は学会員と救急科施設に対する労務管理に介入する。

a. 専門医/指導医資格取得・更新のための条件に産業保健に関する講習受講

を義務付ける。また、同資格指定施設条件に１.の実施を義務付ける。

b. 救急科施設に対する労務管理評価システム（例:毎年の報告義務、学会に

よるsite visit、救命救急センター認可に対する推薦･勧告、学会員による

申立て制度など）を創設する。



中間報告骨子

3. 在院中の自己研鑽時間の設定を提案する。

a. 自己研鑽時間を定義し、労務管理においてこの時間をモニタリングする。

b. 現行法令の年間の時間外労働上限時間に「自己研鑽時間」を上乗せする。

⾧時間の在院を防止するために「自己研鑽時間の上乗せは単月で△△時間

まで」、「休暇期間を自己研鑽の上乗せ分に入れることはできない」など

の条件を設定する。

4. タスクシフティングを進める。

a. 初療室での医師業務の補助を中心として、救急救命士資格者の雇用推進

を提案する。

b. 上記を達成するための、救急救命士法第四十四条（特定行為等の制限）

に関する法的処置を要望する。



中間報告骨子

5. 救急医の働き方改革を実現するために社会への要望をする。

救急医療は社会的なインフラです。地域社会全体で皆が守るべき貴重な資源です。
救急医療の維持・向上のためには、限りある救急医療資源を皆で有効に利用するこ
とが大切です。一方で、現在の救急医療は救急医の過剰な労働によって支えられて
いるにもかかわらず、これまで救急医の労働時間についてはほとんど考慮されてき
ませんでした。救急医の働く環境が現状のまま、働き方改革による労働時間制限が
適用されれば、このインフラが維持できなくなることは明らかです。

救急医学会は、救急医の健康を守るために、法を遵守し適切な労務管理のルール
を設定します。このルールが適用された場合、これまで通りに救急診療の質を保つ
ためには、不要不急の救急診療、病状説明の時間帯や種々の書類作成のための時間
などが制限されることが予測されます。従来のようにいつでも病院内で救急医にア
クセスできる利便性の良い救急医療体制を継続することが難しくなることを、国民
の皆さんには十分に理解してもらわなければなりません。

休日・夜間の救急外来では、検査が十分にはできない、薬が数日分しか処方でき
ない、日中に再度受診する必要がある、などの制限が生じ得ます。必要な時は迷わ
ず受診していただきたく思いますが、同時に、救急医療のかかり方、救急車の利用
の仕方を知り、限られた救急医療資源を一緒に守っていただきたいと思います。



今後の予定

 女性救急医の支援策をどうするか?（具体案の提示）

 ER型診療＋シフト制施設と完結型診療施設、同じ労務管理で

良いのか?

 厚生労働省「医師の働き方改革に関する検討会」を受けて…

 短期的具体案と中⾧期的具体案を提示し、ロードマップを作成

する。

日本救急医学会 医師の働き方に関する特別委員会


